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国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月11日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 5月2日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 5月2日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間

申告（年3回の場合）� 5月2日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 5月2日

　民法改正により令和4年4月1日から成年年
齢が18歳に引き下げられました。税制におい
ても、相続税や贈与税の計算の際に適用する
未成年者控除のほか、個人住民税の非課税措
置、贈与税の特例税率、相続時精算課税の適
用者、事業承継税制の受贈者などの年齢要件
が20歳から18歳となりました。

ワンポイント 成年年齢  4月から18歳に引下げ

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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４月号─2

　

高
齢
期
の
就
労
が
拡
大
す
る
中
で

長
期
化
す
る
高
齢
期
の
経
済
基
盤
の

充
実
や
、
中
小
企
業
を
含
む
よ
り
多

く
の
企
業
や
個
人
が
制
度
を
活
用
で

き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
等
を
趣
旨
と

し
た
確
定
拠
出
年
金
制
度
が
見
直
さ

れ
、
２
０
２
０
年
６
月
か
ら
順
次
施

行
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
改
め
て
制
度
の
概
要
と

今
年
5
月
に
施
行
さ
れ
る
改
正
点
を

確
認
し
ま
す
。

一
　
確
定
拠
出
年
金
制
度
の
概
要

㈠　

対
象
者
と
拠
出
額

　

確
定
拠
出
年
金
は
、
拠
出
さ
れ
た

掛
金
と
そ
の
運
用
収
益
と
の
合
計
額

を
基
に
、
将
来
の
給
付
額
が
決
定
す

る
年
金
制
度
で
、
次
の
２
種
類
が
あ

り
ま
す
。

①　

企
業
型

　
　

加
入
対
象
者
は
、
制
度
を
実
施

す
る
企
業
に
勤
務
す
る
厚
生
年
金

保
険
の
被
保
険
者
で
す
。

　
　

掛
金
は
、
事
業
主
が
拠
出
し
ま

す
。
掛
金
に
は
、
拠
出
限
度
額
が

設
け
ら
れ
、
確
定
給
付
型
の
年
金

実
施
の
有
無
等
に
よ
っ
て
金
額
が

異
な
り
、
例
え
ば
、
確
定
給
付
型

の
年
金
を
実
施
し
て
い
な
い
企
業

で
は
、
月
額
５
万
５
千
円
と
な
り

ま
す
。

②　

個
人
型
﹇
i
D
e
C
o
（
イ
デ

コ
）﹈

　
　

加
入
対
象
者
は
、
次
の
と
お
り

で
す
。

・
自
営
業
者
等
（
国
民
年
金
の
第

一
号
被
保
険
者
）

・
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者

（
同
第
二
号
被
保
険
者
）

・
専
業
主
婦（
夫
）等（
同
第
三
号

被
保
険
者
）

　
　

掛
金
は
加
入
者
自
身
が
拠
出
し

ま
す
。
た
だ
し
、「
i
D
e
C
o
＋
」

（
イ
デ
コ
プ
ラ
ス
・
中
小
事
業
主

掛
金
納
付
制
度
）
を
利
用
す
る
場

合
は
事
業
主
も
拠
出
可
能
で
す
。

　
　

個
人
型
年
金
に
お
い
て
も
拠
出

限
度
額
が
設
け
ら
れ
、
金
額
は
加

入
者
の
種
類
ご
と
に
定
め
ら
れ
、

例
え
ば
、
自
営
業
者
の
場
合
は
月

額
６
万
８
千
円
と
な
り
ま
す
。

◆　

参
考
１

　

企
業
型
年
金
は
、
確
定
拠
出
年
金

と
確
定
給
付
企
業
年
金
に
分
け
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
確
定
拠
出
年
金
は

「
D
C
」、
確
定
給
付
企
業
年
金
は

「
D
B
」と
も
表
記
さ
れ
ま
す
。

　

企
業
年
金
の
加
入
者
数
の
推
移
を

み
る
と
、
長
ら
く
企
業
年
金
の
中
核

を
担
っ
て
き
た
適
格
退
職
年
金
・
厚

生
年
金
基
金
か
ら
、
確
定
給
付
企
業

年
金
（
D
B
）・
企
業
型
確
定
拠
出

年
金
（
企
業
型
D
C
）
に
移
行
し
て

い
ま
す
（
厚
生
労
働
省
公
表
資
料
よ

り
）。

◆　

参
考
２

　

日
本
の
年
金
制
度
は
３
階
建
て
の

構
造
と
な
っ
て
お
り
、
１
・
２
階
部

分
の
公
的
年
金
が
国
民
の
老
後
生
活

の
基
本
を
支
え
、
３
階
部
分
の
企
業

年
金
・
個
人
年
金
と
合
わ
せ
て
老
後

生
活
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
て

い
ま
す（
下
図
参
照
）。

㈡　

運
用

　

運
用
商
品（
預
貯
金
、
投
資
信
託
、

保
険
商
品
等
）
の
中
か
ら
、
加
入
者

等
自
身
が
運
用
指
図
を
行
い
ま
す
。

　

運
用
商
品
を
選
定
・
提
示
す
る
者

は
、
必
ず
３
以
上
（
簡
易
企
業
型
年

金
に
お
い
て
は
２
以
上
）
35
以
下
の

商
品
を
選
択
肢
と
し
て
提
示
す
る
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

㈢　

給
付

　

給
付
に
は
、
次
の
も
の
が
あ
り
ま

す
。

・
老
齢
給
付
金

・
障
害
給
付
金

・
死
亡
一
時
金

・
脱
退
一
時
金

日本の年金制度

・確定拠出年金　　
・確定給付企業年金
・厚生年金基金など

厚生年金保険

国民年金（基礎年金）

今年5月施行分
確定拠出年金
制度の改正　



3─４月号

二
　
制
度
改
正

㈠　

加
入
可
能
年
齢
の
拡
大

①　

企
業
型

〈
現　

行
〉

・
60
歳
未
満
の
厚
生
年
金
保
険
の

被
保
険
者
を
加
入
者
と
す
る
。

・
60
歳
以
降
は
、
規
約
に
定
め
が

あ
る
場
合
、
60
歳
前
と
同
一
事

業
所
で
引
き
続
き
使
用
さ
れ
る

厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
に

つ
い
て
65
歳
未
満
の
規
約
で
定

め
る
年
齢
ま
で
加
入
者
と
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

〈
改
正
後
〉

・
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者

（
70
歳
未
満
）
で
あ
れ
ば
加
入

者
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
　

な
お
、
規
約
で
定
め
る
資
格
と

し
て
「
一
定
の
年
齢
未
満
」
で
あ

る
こ
と
を
定
め
、「
65
歳
未
満
」

を
加
入
者
と
す
る
こ
と
も
で
き
ま

す
が
、
一
定
の
年
齢
を
60
歳
よ
り

低
い
年
齢
と
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

②　

個
人
型（
i
D
e
C
o
）

〈
現　

行
〉

・
60
歳
未
満
の
国
民
年
金
の
被
保

険
者
が
加
入
可
能
。

〈
改
正
後
〉

・
国
民
年
金
の
被
保
険
者
で
あ
れ

ば
加
入
可
能
。

　
　

な
お
、
こ
れ
に
よ
り
60
歳
以
上

の
者
の
う
ち
、
厚
生
年
金
保
険
の

被
保
険
者
等
（
国
民
年
金
の
第
二

号
被
保
険
者
）
や
国
民
年
金
の
任

意
加
入
被
保
険
者
も
加
入
可
能
と

な
り
ま
す
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
海

外
居
住
者
は
加
入
で
き
ま
せ
ん
で

し
た
が
、
国
民
年
金
に
任
意
加
入

し
て
い
れ
ば
加
入
で
き
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。

③　

留
意
点

　
　

企
業
型
D
C
の
老
齢
給
付
金
を

受
給
し
た
方
は
、
企
業
型
D
C

に
は
再
加
入
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、

i
D
e
C
o
の
老
齢
給
付
金
を
受

給
さ
れ
た
方
は
、
i
D
e
C
o
に

は
再
加
入
で
き
ま
せ
ん
。

　
　

な
お
、
企
業
型
D
C
の
老
齢
給

付
金
を
受
給
さ
れ
た
方
で
あ
っ
て

も
、
i
D
e
C
o
へ
の
加
入
は
可

能
で
す
。
同
様
に
i
D
e
C
o

の
老
齢
給
付
金
を
受
給
さ
れ
た
方

で
あ
っ
て
も
、
企
業
型
D
C
へ

の
加
入
は
可
能
で
す
。

㈡　

脱
退
一
時
金
の
見
直
し

①　

企
業
型

〈
現　

行
〉

　
　

企
業
型
D
C
の
中
途
引
き
出

し
（
脱
退
一
時
金
の
受
給
）
が
例

外
的
に
認
め
ら
れ
て
い
た
の
は
、

個
人
別
管
理
資
産
の
額
が
１
万

５
千
円
以
下
で
あ
る
方
に
限
ら
れ

て
い
ま
し
た
。
な
お
、
１
万
５
千

円
を
超
え
る
場
合
、
他
の
企
業
型

D
C
や
i
D
e
C
o
な
ど
に
資
産

を
移
換
。
i
D
e
C
o
に
資
産
を

移
換
し
て
、
i
D
e
C
o
の
脱
退

一
時
金
の
受
給
要
件
を
満
た
し
て

い
る
方
で
あ
れ
ば
、
i
D
e
C
o

の
脱
退
一
時
金
の
受
給
が
可
能
で

し
た
。

〈
改
正
後
〉

　
　

個
人
別
管
理
資
産
の
額
が

１
万
５
千
円
を
超
え
る
方
で
あ
っ

て
も
、
i
D
e
C
o
の
脱
退
一
時

金
の
受
給
要
件
を
満
た
し
て
い
る

方
は
、
i
D
e
C
o
に
資
産
を
移

換
し
な
く
て
も
企
業
型
D
C
の

脱
退
一
時
金
を
受
給
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。

②　

個
人
型（
i
D
e
C
o
）

〈
現　

行
〉

　
　

中
途
引
き
出
し
（
＝
脱
退
一
時

金
の
受
給
）
が
例
外
的
に
認
め
ら

れ
て
い
た
の
は
、
国
民
年
金
の
保

険
料
免
除
者
で
あ
る
方
に
限
ら
れ

て
い
ま
し
た
。

〈
改
正
後
〉

　
　

国
民
年
金
の
被
保
険
者
と
な
る

こ
と
が
で
き
な
い
方
で
、
通
算
の

掛
金
拠
出
期
間
が
短
い
こ
と
や
、

資
産
額
が
少
額
で
あ
る
こ
と
な
ど

の
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合
に

は
、
i
D
e
C
o
の
脱
退
一
時
金

を
受
給
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

㈢　

制
度
間
の
年
金
資
産
の
移
換
の

改
善

　

過
去
の
法
改
正
に
お
い
て
、
個
人

の
転
職
等
の
際
の
制
度
間
の
資
産
移

換
を
可
能
と
し
て
き
ま
し
た
が
、
さ

ら
に
改
善
が
図
ら
れ
ま
し
た
。

　

具
体
的
に
は
、
今
年
5
月
か
ら
次

の
移
換
が
可
能
に
な
り
ま
す
。

・
終
了
し
た
確
定
給
付
企
業
年
金

（
D
B
）
か
ら
i
D
e
C
o
へ
の

年
金
資
産
の
移
換

・
加
入
者
の
退
職
等
に
伴
う
企
業
型

D
C
か
ら
通
算
企
業
年
金
へ
の

年
金
資
産
の
移
換

　
「
通
算
企
業
年
金
」
と
は
、
確
定

給
付
企
業
年
金
（
D
B
）
や
企
業
型

D
C
が
共
同
で
設
立
し
会
員
と
な

っ
て
い
る
企
業
年
金
連
合
会
が
、
退

職
者
等
向
け
に
運
用
す
る
年
金
の
一

つ
で
す
。



４月号─4

　今年4月より改正道路交通法が順次施行
されます。
　これまで、安全運転管理者（一定台数以
上の自動車を使用する事業所において選
任）に対しては、「運転前」において運転者
が飲酒により正常な運転をすることができ
ないおそれがあるかどうかを確認すること
等が義務付けられていたものの、「運転後」
において酒気帯びの有無を確認することや
その確認内容を記録することは義務付けら
れておらず、また、確認方法についても具
体的には定められていませんでした。
　改正後は運転後の確認、一定の方法によ
る確認が義務付けられます。
１　令和4年4月1日実施事項
①　運転前後の運転者に対し、当該運転者
の状態を目視等で確認することにより、
当該運転者の酒気帯びの有無を確認。

②　①の確認の内容を記録し、当該記録を
1年間保存。

　　「目視等で確認」とは、運転者の顔色、
呼気の臭い、応答の声の調子等で確認す
ることをいいます。
　　運転者の酒気帯び確認の方法は対面が
原則ですが、直行直帰の場合など対面で
の確認が困難な場合にはこれに準ずる適
宜の方法で実施すればよく、例えば、運
転者に携帯型アルコール検知器を携行さ
せ、カメラ等によって安全運転管理者が
運転者の顔色、応答の声の調子等を確認
する方法などが認められています。
２　令和4年10月1日実施事項
①　前記1①の確認を、国家公安委員会が
定めるアルコール検知器を用いて行う。
　　アルコール検知器は、呼気中のアルコ
ールを検知し、その有無又はその濃度を
警告音、警告灯、数値等により示す機能
を有するものとされます。
②　アルコール検知器を常時有効に保持す
る。

自動車を使用する事業所の
飲酒運転対策

　人材確保等支援助成金（テレワークコー
ス）は、テレワークを制度として導入し、
実施することにより、労働者の人材確保や
雇用管理改善等の観点から効果をあげる中
小企業事業主を支援する制度として設けら
れていましたが、令和3年12月に要件等
が改正され、「試行的に導入している又は
試行的に導入していた事業主」も対象とさ
れました。
　また、助成対象となる取組として従来は、
規程類の作成等費用、外部専門家のコンサ
ルティング、テレワーク機器の導入・運用、
労働者への研修などが該当していましたが、
これらに加え、テレワーク用サービス利用
料（リモートアクセス、クラウドPBXサー
ビス、WEB会議等に用いるコミュニケーシ
ョンサービスなど）も助成対象として追加
されています。
　問い合わせ窓口は、都道府県労働局とな
ります。

人材確保等支援助成金（テレ
ワークコース）の改正

　

１
か
月
以
内
の
期
間
に
、
30
人
以

上
の
離
職
者
を
生
じ
さ
せ
る
事
業
規

模
の
縮
小
・
事
業
転
換
等
を
行
お
う

と
す
る
と
き
は
、
事
業
主
が
「
再
就

職
援
助
計
画
」
を
作
成
し
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
に
提
出
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
て
い
ま
す
。
そ
の
際
、
労
働

者
に
は
「
再
就
職
援
助
計
画
対
象
労

働
者
証
明
書
」
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

　

対
象
者
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
・
民

間
の
職
業
紹
介
事
業
者
へ
再
就
職
の

相
談
を
行
う
場
合
や
就
職
を
希
望
す

る
企
業
へ
採
用
応
募
・
面
接
を
す
る

場
合
に
当
該
証
明
書
を
提
示
す
る
こ

と
で
、
早
期
再
就
職
に
つ
な
が
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
当
該
証
明
書
を
持
っ
て
い

る
方
を
雇
入
れ
た
企
業
は
、
一
定
要

件
を
満
た
す
場
合
に
労
働
移
動
支
援

助
成
金（
早
期
雇
入
れ
支
援
コ
ー
ス
）

が
支
給
さ
れ
ま
す
。

再
就
職
援
助
計
画
対
象
労
働
者
証
明
書
の
利
用


